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第１部 青森県経済の動向
第1章 最近の世界経済及び日本経済の動向
第1節 最近の世界経済の動向
・世界経済の動向と見通し

第2節 最近の日本経済の動向
・日本経済の動向と見通し

第2章 最近の本県経済の動向
第1節 総体的な動向
・本県経済の動向と景況判断、県民経済
計算からみた本県経済

第2節 主な経済分野の動向
・生産、雇用情勢、消費、建設投資・
民間設備投資、企業倒産、金融

第3節 青森県の人口

令和3年度版青森県社会経済白書

統計資料編
1 青森県景気動向指数の概要
2 青森県景気ウォッチャー調査
3 各種統計調査
(1) 2019年全国家計構造調査
(2) 2020年農林業センサス
(3) 令和2年国勢調査(人口等基本集計結果)

4 経済動向の年表

第２部
【特定テーマ】
コロナ禍収束後における新たなビジネス
モデルの構築に向けて

第1章 感染拡大の状況と緊急事態宣言

第2章 新型コロナの感染拡大による社会
経済の変容

第1節 新型コロナの影響による生活の変容
第2節 新型コロナによる経済や雇用等への

影響

第3章 生産性向上のためのデジタル化とＤＸ
第1節 デジタルネットワーク整備の状況
第2節 デジタル社会形成に向けたＤＸの

推進
第3節 暮らしの中のデジタル導入例
第4節 外貨を稼ぐためのＤＸの推進

第4章 新たなビジネスモデルの構築に向けて

122万1,305人(対前年比1.3％減)
※令和3年(2021年)10月1日現在
【人口移動の状況】
自然動態 1万2,177人の減少
出生者数が減少し、死亡者数が増加したこと
からマイナス幅が拡大

社会動態 4,502人の減少
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
より、人の動きが制限されたこと等から、
転出・転入とも減少
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

図2-3-1  青森県の人口の推移
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日

図2-3-7 出生者数と死亡者数の推移
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日

図2-3-8 転入者数と転出者数の推移

転入者数 転出者数 社会増減数（転入者数-転出者数）
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本県経済の動向

生 産 鉱工業生産指数は100を上回る水準で推移
雇 用 有効求人倍率は1倍を超える水準で推移
消 費 百貨店販売額は前年比マイナスが続いているものの、スーパー販売額は堅調に推移
その他 景気動向指数(ＣＩ)は回復基調にあり、景況感は16期ぶりに50を上回る

【経済概況】
新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きが
続いている。（青森県経済統計報告（令和4年(2022年)2月分）から）
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資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※令和3年は速報値

経済産業省「鉱工業指数」、東北経済産業局「管内鉱工業指数」
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図2-2-4-7 新設住宅着工戸数の推移
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資料）国土交通省「建築着工統計調査」 ※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
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資料）厚生労働省「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」 ※季節調整値
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※令和2年3月分からは平成28年経済センサス－活動調査に基づいた対象事業所の見
直しがなされ、スーパー及び百貨店・スーパー合計額の前年同月比について、その
ギャップを調整するリンク係数で処理された数値となっている。
資料）経済産業省「商業動態統計」

6.8 

-43.9 

30.2 

-3.9 
5.0 

5.5 7.9 

-0.3 

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10

H31 R1 2 3年

百貨店 スーパー

（％） 図2-1-1-3 百貨店・スーパー販売額前年比(全店舗)

(※)

新型コロナ

拡大
消費税率

引き上げ

27,930 

64,710 

14,490 

34,600 

122,500 

21,250 
27,600 

39,390 
57,130 

69,670 

109,900 

143,590 

242,980 

296,240 
337,620 

73,820 

13,010 

0.8 1.1 
1.6 

1.8 

3.0 

4.0 

6.7 

8.0 
8.7 

2.9 

0.5 
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3年

図2-2-3-26 国籍別外国人延べ宿泊者数の推移(青森県)
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資料)観光庁「宿泊旅行統計調査」

※従業者数10人以上の施設、「その他」には国籍不詳も含む。令和3年は速報値
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資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

図2-1-1-6 景気現状判断ＤＩの推移（青森県）
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※ 「家計関連」は、卸・小売業、飲食店、宿泊業、タクシー等の運輸業、サービス業等の業種のこと。 「企業関連」は、

製造業、建設業、広告・デザイン等の業種のこと。「雇用関連」は、人材派遣、新聞社求人広告等の業種のこと。

消費税率

引き上げ

(8→10％)

新型コロナ

拡大

良く

なって

いる

↑

変わら

ない

↓

悪く

なって

いる

-39.3 

25.1 

39.9 

-38.3 

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1 4 7 10 1 4 7 10 4 7 10

H31 R1 2 3年

図2-1-1-4 乗用車新車登録・届出台数
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資料）日本自動車販売協会連合会青森県支部「「自動車登録状況 新車月報」、

同連合会「自動車統計データ」
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資料）県統計分析課「青森県景気動向指数（ＣＩ版）」
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第２部
【テーマ】

コロナ禍収束後における新たなビジネスモデルの構築に向けて
新型コロナの影響による社会経済の変容や、コロナ禍以前から加速している人口減少に伴う

社会経済構造の変化に目を向けながら、新型コロナ収束後における本県経済の反転攻勢に向け、
今後の新たなビジネスモデルがどうあるべきかについて考察している。

第１章 感染拡大の状況と緊急事態宣言等

・新型コロナの感染状況は、令和4年2月現在、オミクロン株による感染拡大の渦中にある。
・人口10万人当たりの感染者数を令和4年2月末時点の累計で比較すると、本県の感染者数は全
国の約半分の水準にとどまっている。
・感染拡大に伴い、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が発出され、社会経済に様々な制限
が課されるとともに、社会経済に大きな影響を与えた。
・ワクチン接種は進んでおり、本県においては、令和4年2月末時点で総人口の約8割の県民が2
回目まで接種を終えている。

第２章 新型コロナの感染拡大による社会経済の変容
・新しい生活様式の実践が求められ、人流が大幅に減少したほか、テレワークなど働き方にも
変化が見られたが、本県においてはテレワークに適した産業の割合が低いことなどにより、
テレワークは進んでいない。生産性や生活の質を向上させるため、出勤が不要となるような
仕組みを構築するなど、組織全体として取り組んでいく必要がある。
・行動の変容に伴い、需要側の消費行動に変化が見られ、それが供給側に影響を与え、供給側
にも変化をもたらした。
・世界的に見ると、中国や東南アジアにおける感染拡大により、サプライチェーンが断絶し、
世界全体の生産に影響を与えた。
・金融緩和の効果により株価は上昇し、各種給付金や助成金の効果により貯蓄は増加したが、
消費に与えた効果は限定的だった。

【県内の主な経済分野への影響】
・消費面では観光関連及び飲食関連産業に大きな影響があったほか、小売関係では百貨店やコン
ビニエンスストアが大きな影響を受けた一方、スーパーやドラッグストアは堅調に推移した。
・生産面は一時的に大きく落ち込んだが、回復も早かった。
・各種助成金等の効果等により企業倒産件数は過去最低の33件にとどまったが、廃業件数は増加
している。
・本県の人口の転出超過数は低水準にとどまっており、逆に、東京都は3月、4月を除き転出超過
となった。
・有効求人倍率は、令和2年(2020年)5月に0.91倍となり、以降11か月連続で1倍を下回ったが、
令和3年(2021年)4月以降は1倍を上回っており、徐々に上昇している。
・新型コロナの影響による解雇見込み労働者数は増加している。
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(%) 図○○ テレワークの実施率(都道県別)

資料)内閣府「新型コロナウイルス感染症が地域の働き方や生活意識に与えた影響に関する調査」

テレワーク実施率とは、該当する時期(2020年9～12月)の経験した働き方として、「ほぼテレワーク(80％以上)」、「テレワーク中心(50％以上)で、出勤を併用」、「出勤中心(50％以上)で、

テレワークを併用」、「基本的に出勤だが、不定期にテレワークを利用」と回答した者の全体に占める回答割合。回答者数は11,520人。
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図○○ 可処分所得と平均消費性向(青森市)（二人以上世帯うち勤労者世帯）

可処分所得
平均消費性向(右目盛)

資料）総務省「家計調査年報」

（千円） （％）図2-1-2-8 テレワークの実施率（都道府県別）
図2-2-2-4 可処分所得と平均所得性向(青森市・

二人以上世帯のうち勤労者世帯)
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資料）総務省「全国家計構造調査」

年

・人口減少の加速により人手不足が進行し、さらにコロナ禍において働き方に変化が見られる
中で、コロナ禍で落ち込んだ経済を回復させ、経済規模を維持拡大していくためには、労働
生産性を向上させることが重要であり、そのための手段としてＤＸの推進が必要となる。
・コロナ禍で大きな変化があった人々の暮らしや本県産業の強みである食関連産業、観光関連
産業に着目し、「〇〇×デジタル化」という切り口で、アナログからデジタルへの変化につ
いて分析し、これらによりもたらされる効果やそれに伴う生産性の向上について分析してい
る。
・例えば、暮らしの中のデジタル化では「実店舗販売×デジタル化」という切り口でキャッ
シュレスやセルフレジなどについての、食関連産業では「生産現場×デジタル化」という切
り口でスマート農業による生産性の向上などについての事例を取り上げている。

第３章 生産性向上のためのデジタル化とＤＸ

第４章 新たなビジネスモデルの構築に向けて

・あおもり創生パートナーズ㈱が実施したアンケート調査によると、事業再構築に向けた課題
として、人材の確保を挙げる企業が最も多かった。そして本書では新たなビジネスモデル構
築で重要となるのはＤＸだとしており、ＤＸ人材の確保・育成が重要になってくる。

・経済産業省では、ＤＸの実現のための人材を
「デジタル技術やデータ活用に精通している
人材」と、「ＤＸの推進を指揮・実行する人
材」と定義しており、ＩＴ人材だけではなく、
組織を挙げてＤＸを理解し、推進していくこ
とが求められれる。
⇒ 人材の育成・確保によりＤＸを推進
し、労働生産性を向上させることによ
り、人口減少下にあっても経済規模を
維持拡大させていくことができるビジ
ネスモデルの構築につなげていく。

図3-3-1 暮らしの中のデジタル化例
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図○○ 休廃業・解散の推移(青森県)

休廃業・解散 倒産

資料)東京商工リサーチ「休廃業・解散企業動向調査」
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図2-2-4-12 新型コロナウイルス感染症に起因する解雇等見込み労働者数の推移（累計）（青森県）

宿泊業 飲食業

製造業 建設業

卸売・小売業 道路旅客運送業

その他

（人）

資料）青森労働局「新型コロナウイルス感染症の影響による青森県内の動き」
※労働局及びハローワークに寄せられた相談・報告を元に把握した数字であり、網羅的なものではない。

※「解雇等見込み」は、ハローワークに対して相談のあった事業所において解雇・雇止め等の予定がある労働者で、一部既に解雇・雇止めされたものも含まれている。

※業種は、労働局が企業から聞き取った情報であり、日本標準産業分類に準じて整理しているものではない。

アナログ デジタル

実店舗での対面・
現金販売

・出前・宅配
・持ち帰り

通信販売（紙面、電
話、振込）

・テレビ、ビデオ
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レジ

・フードデリバリー
・テイクアウト

通信販売（ネットショッ
ピング、オンライン決
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無回答

その他

(%)

図 DX領域で採用・育成すべき人材像

資料)日経ＢＰ総合研究所イノベーションＩＣＴラボ「ＤＸサーベイ２」
※「With/アフターコロナ時代に生き残るため、貴社がＤＸ領域で採用・育成すべき人物像はどれですか」に対する回答（複数回答可）

(n=865)

図2-2-3-19 休廃業・倒産件数の推移(青森県)
図2-2-4-11 新型コロナに起因する解雇等見込み

労働者数の推移(青森県・累計)

図3-3-1-4 購入形態別 1カ月当たり消費支出
(青森県・二人以上世帯)

図4-2-3  DX領域で採用・育成すべき人材像
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